
2020年オリンピック・パラリンピック東京⼤会に向けて
2020年のオリンピック・パラリンピックが東京で開催されることが決定しました。⼤会の成

功に貢献するため、⽇本⾷での「おもてなし」などを通じて、⽇本の素晴らしさを体感できるよ
う、訪⽇外国⼈の受⼊体制の整備を進めます。

２０２０年オリンピック・パラリンピック東京大会
我が国の農林水産物・食文化による

「おもてなし」

2015年ミラノ国際博覧会の開催
2015年ミラノ国際博覧会（ミラノ万博）は、2015年５⽉から半年間、イタリア・ミラノで

「地球に⾷料を、⽣命にエネルギーを」をテーマに開催されます。
⽇本の農林⽔産業や⾷を取り巻く様々な取組み、⽇本⾷、⽇本⾷⽂化に詰め込まれた様々な知

恵や技が、⼈類共通の課題解決に貢献していくことをテーマに準備を進めています。

７

幹事省：農林⽔産省・経済産業省
副幹事省：国⼟交通省
参加機関：⽇本貿易振興機構（ジェトロ）

⽇本館シンボルマーク

食生活と農業生産の多様性

建築 多様性のうつわ

展示

自然と共生する「農林水産業」をベースに、深遠な知恵と技とが凝縮された
日本の「食」と「食文化」が、持続可能な未来社会を切り拓くことをアピール。

レストラン Feel the Japanese Passion 

展示の理解を共感に変えるため、だし等の日本の優れた食を体験できる
場として展開。（高級日本食レストランとフードコートを設置）

催事 多くの方々が参加・発信できる行催事の展開

日本食や食文化の多様性を世界へアピールするため、地方公共団体や団
体の参画を公募。現在、25組32地方公共団体及び11団体が参画表明。

⽇本館のテーマ

Harmonious Diversity
－共存する多様性－

祝い箸をモチーフにし、
EXPO「E」を形作っている

＜日本館の概要＞

食生活と農業生産の多様性

日本古来からの知恵と技を現代の日本の最先端技術を用いて応用し、伝
統と革新が共存する木材等を活用した日本館を建築する。
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年齢区分別
将来人口推計

（左軸）

消費者の視点に⽴った需要の取り込み
⽇本の総⼈⼝は、2008年をピークに減少

に転じる⼀⽅、⾼齢者は増加しています。
世帯類型は単独世帯が主流となり、その約３
割が⾼齢者単独世帯（2010年）となってい
ます。⼀⽅で、⼥性の社会進出が進み、共働
き世帯は増加しています。

こうした社会構造の変化を踏まえ、マーケッ
トインの発想で、新たな需要の開拓を進めます。

出展：2010年は総務省「国勢調査」、2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日
本の将来推計人口（平成24年１月推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計
結果

◆ 国産農産物シェア獲得

◇ 利便性等から需要が伸びている加工・業務用野菜の生産流通体制を強化し、
安定的な供給を実現

◇ 消費者ニーズの高い果実加工品について、国産の特長を活かし、原料用果実の
低コスト生産・供給に取組む

◇ 現在９割を輸入に依存している薬用作物の国産化に向け、生産者と漢方薬
メーカーが情報交換・共有を行う場を設定（37道県から栽培希望が寄せられ、
そのうち14道県18産地で新たに契約栽培が具体化（平成26年６月末時点））

（事例）ムラサキの産地化
国産が１％未満のムラサキ（生薬名：シコン（軟膏等に使用））について、
製薬会社が北海道で試験栽培を開始。

◇ 関係者の連携による新たな需要創造等に取り組むことで、消費者ニーズが
高く、国内需要の約半数を輸入に依存している有機農産物の国内生産を
「５年で倍増」

◇ 学校給食・福祉施設等への国産農林水産物の供給体制を確立

◆ 健康長寿社会への貢献

◇ 地域農産物を活用した介護食品の開発等による医福食農連携の
推進

◇ 脳や運動機能の維持・改善に有効な次世代型機能性食品の開発
に向けた研究開発

◆ 和食・和の文化の次世代継承等

◇ 「和食給食応援団」を通じた和食学校給食の推進
◇ 農林漁業体験などの国産農林水産物の魅力を伝える

食育の推進

キャベツの収穫機〈機械化〉
【農業新技術2013選定
：平成26年度より販売開始】

薬用作物 ムラサキ
【産地化に向けて栽培

技術の確立を目指す】

肝機能改善等の効果が期待できる（βｰクリ
プトキサンチン）を多く含むみかんジュース

【高齢化の進展と単独世帯の増加】

【共働き世帯の増加】

地場産農林水産物を利用した学校給食
８



① 地方説明会等を通じた情報提供
※平成25年10月から全国９箇所で、輸出戦略、動植物検疫

制度・手続について、生産者・事業者・自治体向けの説明
会を開催

② 集荷地検査等による輸出検疫の利便性の向上
※長野県川上村での台湾向けレタスの集荷地検査等

③ 国別・品目別輸出戦略に基づく戦略的な検疫協議の実施

様々な取組の⼤前提となる「⾷の安全」と「消費者の信頼」
「攻めの農林⽔産業」を展開する⼤前提として、⾷品の安全性向上と⾷料の安定供給による

「⾷の安全」と、消費者への正確な情報伝達による「⾷品に対する消費者の信頼」を確保する
ことが重要です。

科学的知⾒に基づく⾷品の安全性の向上、家畜の伝染性疾病や農作物の病害⾍の侵⼊・まん
延の防⽌、⾷品表⽰や⽶穀流通の適正化に向けた監視、⾷育の推進、⾷品ロスの削減に向けた
国⺠運動を進めます。

（４）⾷の安全と消費者の信頼の確保

【食品の安全性向上のための取組（例：生鮮野菜の衛生管理指針）】

生産

・汚れた水を野菜に直接か
けない

・高温で長期間発酵させた
堆肥を施用

・せん定ハサミや収穫ナイ
フなどの農具を清潔に保
つ

・清潔な手袋を身につけ作
業

・選果・調製作業の後、施
設や設備を清掃

・清潔な車両で運搬
・品質が低下しないよう適

切な温度を保って運搬

・品質が低下しないよう冷
蔵庫などに保管

・調理や食事の前には、
せっけんできれいに手
洗い

選果・調製 消費流通

９

① 食品の安全性の向上

② 動植物防疫

③ 消費者への正確な情報伝達

④ 食育の推進

・生産から流通にわたる有害化学物質・微生物のリスク管理
・生産資材（飼料、動物用医薬品、農薬、肥料）の安全確保
・食品事業者等による｢食品防御｣の取組の推進

・家畜の伝染性疾病や農作物の病害虫の侵入・まん延防止
・輸出促進に向けた動植物検疫の取組

・食品表示及び米穀流通の監視業務の的確な実施

・外食メニュー表示等の適正化 【消費者庁と連携】

・食品表示制度の検討への協力
【消費者庁、厚生労働省と連携】

・食育推進リーダーの育成等による地域における日本型食生活等の普及促進
・各年代の国民に対する教育ファームの活用促進 【学校については文部科学省と連携】

農林漁業体験を経験した国民の割合を５年後までに35％に

消費者庁を中心とした
①食品表示法（平成27年６月までに施行）の

「食品表示基準」
②科学的根拠をもとに機能性を表示できる新

たな方策
の検討について、積極的に協力

⑤ 食品ロス削減に向けた国民運動の展開～NO‐FOODLOSSプロジェクト～

・ 我が国の食品廃棄物発生量約1,700万トン
/年のうち約500～800万トンが食品ロスで
あり、『「もったいない」を取り戻そう！』を合
言葉に、食品ロス削減に向けた国民運動
を展開。

「食品ロス削減関係省庁等連絡
会議」を構成する６府省（消費
者庁、内閣府、文科省、農水
省、経産省、環境省）が連携



⽣産現場に新たな付加価値をもたらす６次産業化
農林漁業者が、加⼯や販売にノウハウを持つ２次･３次産業の事業者との連携等を図りな

がら、⽣産・加⼯･流通（販売）を⼀体化してバリューチェーンを構築する「６次産業化」
を推進し、消費者に魅⼒ある新たな商品やサービスを⽣みだす取組を進めます。

10

ファンドや異業種連携により
６次産業化を⽀援

６次産業化を推進するため、（株）農
林漁業成⻑産業化⽀援機構（Ａ－ＦＩＶ
Ｅ）が⾏う農林漁業成⻑産業化ファンド
の本格展開により、医福⾷農連携など、
農林漁業者と多様な事業者との連携を図
り、農林⽔産物・⾷品の付加価値向上を
進め、６次産業化の市場規模を現在の１
兆円から、2020年までに10兆円に拡⼤
させることを⽬指します。

２ 農林⽔産物の付加価値の向上
（１）⽣産・流通・加⼯が⼀体化した「６次産業化」の推進

食品関連産業 約100兆円

１次産業
（農林水産業）

約１０兆円

２次産業
（関連製造業）

３次産業
（流通・飲食業）

あわせて 約90兆円

価値連鎖
10兆円へ
（現行１兆円）

対象事業
者

６
次
産
業
化
事
業
体

（六
次
産
業
化
・地
産
地
消
法
の
認
定
事
業
者
）

民間等
地方自治体、農業団体、
金融機関、地元企業等

出資

出
資

出資

出資

農
林
漁
業
者

出資

直接出資

サブファンド

資本性劣後ローン

間接出資

６
次
産
業
化

パ
ー
ト
ナ
ー
企
業

（株
）
農
林
漁
業
成
長
産
業
化
支
援
機
構(

Ａ―

Ｆ
Ｉ
Ｖ
Ｅ)

【農林漁業成長産業化ファンドの仕組み】

経営支援

【６次産業化の市場規模を10兆円へ】

【６次産業化に関する経営の発展段階に応じた支援】
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Ａ－ＦＩＶＥの積極的な活用

多様な異業種との連携促進

異業種とのネットワーク化の推進

地域で６次産業化の取組の核となる人材確保支援

農林漁業者と多様な事業者による連携ネットワー
クの形成支援

食品事業者

流通業者

農林漁業者

市町村

ＪＡ

学校

病院介護事業者

【経産省との連携】
経産省による商工業者に対する農林漁業者との連携促進（農商工連携）の取組と一体的に６次産業化を推進。

ネットワークの下での新商品開発、販路開拓の取組支援

出資案件 ３１件
サブファンド出資決定額

22.56億円(うちA-FIVE分11.28億円)

○４４のサブファンドへの出資を決定
○４７都道府県中で２１道都県から案件が組成

注１ （ ）は、サブファンド出資額 単位：百万円
注２ 所在地については、６次産業化事業体の所在地
注３ 数字は８月８日現在

【一定の条件の下、サブファンドの出資割合の引き上げ】【農業参入したグループ企業のパートナー企業として参加】

○農業に参入した企業によるファンド活用の推進 ○農林漁業者の実質的な出資負担の軽減

農林漁業者等
出資分

（グループ企業）

パートナー企業
出資分

（本体企業）

サブファンド出資分

【地元産の玄米を使用したパンの製造・販売】

【A-FIVEの活用の推進に向けた当面の対応】
・ 植物工場を含め、合弁事業体等が６次産業化に必要な農業生産を行う場合について、A-FIVEの出資対象。
・ 加工・流通等のノウハウを持ち、資本力もある農業参入した企業等に対し、ファンド活用のガイドラインを示し、明確に農林
漁業者と位置付けること等により、出資案件の形成を促進。
・ サブファンドの出資割合の引き上げ、農林漁業者の共同出資等多様な資金調達を行うとともに、目利き人材を活用するこ
とで、ファンドの活用を推進。

【地域のワイン用ぶどうのほ場と製造されたワイン】

（株）ひこま豚【北洋銀行(3)】

（株）Occi Gabi Winery【北洋銀行(80.9)】

ジャパンホートビジネス（株）【千葉銀行等県内11金融機関(50)】

（株）佐田岬の鬼【伊予銀行(75)】

日本ワイン農業研究所（株）【八十二銀行(68.1)】

（株）いなほ農園【愛媛銀行(15)】

西日本水産（株）【西日本シティ銀行(60)】

西日本フレッシュフーズ【西日本シティ銀行(150)】

（株）熊本玄米研究所【肥後銀行(30)】

香取プロセスセンター（株）【千葉銀行等県内11金融機関(50)】

（株）ベジタコーポレーション【中国銀行（100)】

（株）みらいトレーディング【JAグループ(20)】

いずも食品加工（株）【JAグループ(35)】

（株）米心石川【JAグループ(260)】

（株）西粟倉・森の学校【JAグループ(163.3)】

（株）神明アグリイノベーション【三井住友銀行(10)】

（株）マイセンファインフード【JAグループ(50)】

沖縄栽培水産（株）（与那国島）【西日本シティ銀行(40)】

（株）ワンダーファーム【福島県地域金融機関等(240)】

（株）あおもり海山【みちのく銀行(100)】

（株）おおのミルク工房【東北銀行(13)】

（株）にいがたワインビレッジ【第四銀行(50)】

（株）マース【肥後銀行(99.5)】

（株）フレッシュベジ加工【八十二銀行(45)】
（株）アグリゲート東北【七十七銀行(7)】

（株）ジャパンアグリイノベーション
【三井住友銀行（24.8）、常陽銀行（6.2）計（30）】

東京デリカテッセン（株）【千葉銀行等県内11金融機関(35)】

（株）ピュアディッシュ【JAグループ(60)】

（株）食縁【紀陽銀行（134.9)】

（株）カゴシマバンズ【APカンパニー(30)】

（株）Ｊ－ＡＣＥひびき【JAグループ(150)】



ブリー・ド・モー
（フランス）

① 生産者利益（地域の知的財産）の保護

１．制度導入の必要性

生産・加工業者

農林水産大臣

※１ 明細書作成 ※ 手続の透明性・公平性も確保

① 地理的表示（※１）、生産・加工
業者の団体の登録申請

生
産
・加
工
業
者

の
団
体
（※

２
）

③ 品質管理体制のチェック

生産・加工業者

③
品
質
管
理

通
報取締り

不正
使用

※２ 複数の団体を登録することも可能。地域のブランド協議会等を含む。

生産・加工業者

生産・加工業者

＜現状＞

○ 地域の様々な特性に由来した品質等を備えた特徴ある産
品が多数存在。

○ 中にはその名称で原産地を特定できるようなものも存在。

そのような産品の名称を地域の共有財産
（知的財産）として活用を図っていく必要。

※ 経済連携強化の流れの中、地域ブランドを知的財産として保護する制度がないと、国益の毀損も懸念

① 特性の統一・維持が不十分 信用の低迷、生産者全体の利益の逸失

ブランド価値の毀損、生産者全体の不利益② フリーライドや模倣の発生

結
果

２．制度の概要

① 農林水産物等の特性を国が保証し、その名称（地理的表示）を登録
② フリーライド・模倣品（地理的表示の不正使用）を国が排除
③ 地域の生産者全体に地理的表示の使用を許容

② 地理的表示、 生産・加工業者
の団体の登録

制度創設の効果

＜課題＞

② 需要者利益の保護

農林水産物等の適切な評価・財産的価値の維持向上 高付加価値の農林水産物等の信用の保護・需要の確保

ポ
イ
ン
ト

地理的表示の不正使用を知った者

知的財産の保護と地域ブランド化
品質等の特性と産地の結びつきが特定でき

る名称が付されている農林⽔産物・⾷品につ
いて、知的財産として保護する制度を導⼊す
るとともに、地域への定着を図り、地域にお
けるブランド化を推進します。

12

（２）地理的表⽰保護制度の創設

プロシュート・ディ・パルマ
（イタリア）

※EUにおける地理的表示の保護の仕組みにより登録されている産品の事例



（３）地域資源を活かした再⽣可能エネルギーの活⽤
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・地域の特色を活かしたバイオマス産業を軸とした、
環境にやさしく災害に強いまち・むらづくりを推進

・原料調達から利活用まで経済性が確保されたシス
テムを構築

・分別の粗い食品廃棄物でも利用可能なリサイクル
手法としてのバイオガス化を推進

・余熱等、これまで利用が図られていない資源の積
極的活用等

バイオマス産業都市の構築

【７府省の連携】 ７府省（内閣府、総務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省）が共同で地域を選
定し施策のマッチング等により連携支援。特に、食品リサイクルについては、廃棄物行政を所管する環境省と連携し、新た
な食品リサイクル・ループの構築を推進。

新たな食品リサイクルシステムの構築

地域での資源循環、
自立エネルギー、

農業・農村所得の向上

廃棄物収集業者による
分別収集･運搬

小売、外食、
旅館などが
販売・利用

リサイクラーによる
メタン発酵

小売、外食、旅館など

リサイクラー

農林漁業者等

【２槽パッカー車】

事業者による
分別排出

バイオガスの
エネルギー利用

【ボイラー燃料】

【バイオガス利用】

バイオガスと消化
液（肥料）利用に
よるブランド化

農業者が液肥・
たい肥利用

農⼭漁村に豊富に存在する地域資源を積極的に活⽤
農⼭漁村には、バイオマスや太陽光、⽔⼒、⾵⼒などの再⽣可能エネルギー資源が豊富に

存在しています。平成26年５⽉に施⾏された「農⼭漁村再⽣可能エネルギー法」により農林
地等の利⽤調整を適正に⾏うとともに、再⽣可能エネルギーの導⼊と併せて地域の農林漁業
の健全な発展に資する取組を推進していくこととしています。また、地域資源を活かしたバ
イオマスや⼩⽔⼒発電の活⽤を進めます。

農山漁村における再生可能エネルギー電気の発電の促進は、
・ 地域の関係者の相互の密接な連携の下、当該地域の活力の向

上及び持続的発展を図ることを旨として行われなければならない。
・ 地域の農林漁業の健全な発展に必要な農林地並びに漁港及び

その周辺の水域の確保を図るため、適切な土地利用調整が行わ
れなければならない。

基
本
理
念

【農山漁村再生可能エネルギー法の概要】

［上掛け型水車］ ［らせん型水車］

小水力発電による電気を休眠していた農産物加
工施設で利用し、地元特産品である糖度の高いト
ウモロコシの規格外品を乾燥・粉末にし、加工した
新商品を開発。新規雇用が生まれるとともに、マス
コミ等多数の視察があり知名度の向上に貢献。

また、平成26年４月に農業水利施設の維持管理
を行う農協を設立。小水力発電設備を新設し、その
売電収益を農村振興のために活用する予定。

農林漁業の健全な発展と調和のとれた
再生可能エネルギー(小水力)発電の例

【石徹白地区地域づくり協議会（岐阜県郡上市）】
い と し ろ

農林漁業との調和や農林地等の適切な利用調整 等の方針

・発電設備の整備の内容
・農林漁業の健全な発展に資する取組 等

・農林漁業と調和した再エネ発電による農
山漁村の活性化に関する方針

・再エネ発電設備の整備を促進する区域
・農林漁業の健全な発展に資する取組 等

農地法、森林法、漁港漁
場整備法等の本来の許
可権者が各個別法の許
可基準で判断

・ 手続のワンストップ化
・ 農林地等の権利移転の

一括処理

基本方針（国）

申
請

認
定

同意

基本計画（市町村）

設備整備計画（設備整備者）

①市町村、②設備整備者、
③農林漁業者・団体、地域
住民等 から構成

協議会

国・都道府県


